
  
 

  

 

 

 

 

12 月 4 日、午前、参議院本会議が開催され、「給特法一部改正法案」採決に当た

っての討論が行われました。横沢高徳議員（立憲・国民、新緑風会・社民）、吉良

よし子議員（日本共産党）が反対の立場で討論、梅村みずほ議員（日本維新の会）

のみが賛成の立場で討論しました。この後、採決が行われ、賛成１５９、反対８１

で法案が可決しました。 

 

この後は、各自治体ごとに条例で定め（来年度にかけて）、導入について決める

ことになっています。まずは、条例制定を阻止するたたかいです。また、条例が制

定されたからと言って、一方的に導入をしてよいというものではなく、国会の審議

でも「学校の意向を踏まえ」と答弁しており、現場から導入「NO」の声をあげる 

ことで、導入させないことができます。 

本来、１年単位の変形労働時間制は、職場ごとに労働者と使用者の合意に基づい 

て締結するものです。国会の審議でも明らかになったように、１年単位の変形労 

働時間制では、超勤解消に結びつかないばかりか、教職員の勤務労働条件の不利 

益変更です。今後、この問題を職場でさらに広げ、私たちが望む超勤解消を求 

めていきます。 

 

 

 

 

許せない！！ 現場の声を無視 
「給特法一部改正案」が今国会で可決・成立 

たたかいの場は、各自治体へ 

       決して、導入させません！ 

反対 ９３％ 

賛成 3.1％ 

どちらでもない 3.9％ 

道教組・高教組実施 

のアンケートより（回答 128） 

国会と現場の 

思いの乖離 

変形労働時間制導入について 

参議院本会議

参議院本会議の討論の要旨 

〇反対討論 
横沢議員  

「導入の趣旨は夏休み期間の休日の

確保だが、教員は、夏休みを含め超勤

です。しかも、労使協定によらず、条

例制定によって導入できるとした本

法案は大問題。現場の教員が望まない

にも関わらず、導入の不安は払拭され

なかった。処遇改善と定数改善が現場

の大多数です。」 

吉良議員 

「給特法に手を付けずに、どうやって

超勤を解消するのか？そこには、一切

手をつけずに、変形労働時間制を入れ

る理由はどこにあるのか？恒常的な

超勤が蔓延している職場に導入する

余地はありません。さらに、管理職の

負担も増える。超勤がより深刻な管理

職の負担を増やすことなんてありえ

ません。」 

 

〇賛成討論 
梅村議員 

「先生方と部活動の負担軽減のため、

付帯決議で部活動指導員の増員を提

案します。この付帯決議があること

が、この法案に賛成する理由です。」 

 

日時：12 月 14 日（土） 

時間：11: 00～12:30 

※「教育全国署名」全道署名集約集会との共催 

場所：高等学校教職員センター 

４階大会議室（中央区大通西１２丁目） 

内容 

講演 工藤祥子 さん 

報告１ 労働法制の視点から 

報告２ 私立高校の実態から 

国会で反対の意見陳述を

した工藤さんが、組合へ、

北海道へ思いを伝えます。 
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